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留学生の就職支援に係る取組

１．これまでの取組

 「高度外国人材活躍推進ポータルサイト」の開設
➣ 関係省庁連携の下、高度外国人材に関する施策・セミナーなどの情報を企業や高度外国人材・

留学生に発信。また、今年４月から地域の中堅・中小企業に対し、専門家が高度外国人材の採
用から活躍まできめ細かく支援を行う伴走型支援も開始。

 外国人起業活動促進事業の創設・運用
➣ 外国人起業活動促進事業の創設・運用経産省の定める告示に沿って地方公共団体から起業支援
を受ける外国人起業家に対し、最長１年間の入国・在留を認める制度を法務省とともに開始
（地方公共団体の管理・支援プログラムを経産大臣が認定）。

 日本の大学等を卒業した留学生の就職支援に向けた特定活動告示改正の普及
➣ 「高度外国人材活躍推進ポータルサイト」やミラサポ（中小企業・小規模事業者を対象にした

支援情報サイト）、地域未来牽引企業（経産省が選定した約3,700社の地域中核企業）向けの
メルマガ等を通じた制度周知を実施。

 採用プロセス・採用後の待遇の多様化に向けたベストプラクティスの構築・横展開
➣ 産学官連携によるプロジェクトチームを立ち上げ、留学生の採用及び採用後の活躍に向けた検

討を行い、今年度中にベストプラクティスを取りまとめ周知を図る。

 中小企業等の手続き簡素化に向けた検討
➣ 制度所管省庁と連携し、手続簡素化の対象となる中小企業等の拡大の検討を行う。

２．今後の取組



①ポータルサイトでの情報提供・
問合せへのワンストップ対応

③専門家による伴走型支援
②ジョブフェア・セミナー
機会・情報の提供

高度外国人材活躍推進プラットフォーム（事務局：JETRO）

内閣官房、法務省、外務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、国土交通省、経済産業省 等

（施策、セミナー開催等の情報を集約）

地域の中堅・中小企業

きめ細かく支援

情報提供

関係省庁の施策を集約したポータ
ルサイトを開設。お問合せにも
一元的に対応。

企業と高度外国人材との出会いの
機会・情報を提供。

採用、各種手続き、入社後の活躍
等について、継続的にご相談、ア
ドバイス。

＜支援概要＞
１ ３２
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高度外国人材活躍推進プラットフォーム

 本プラットフォームは、日本企業における高度外国人材の採用から活躍を支援する施策。
 関係省庁の施策・セミナー等の情報をプラットフォームに集約、支援を実施。



施策情報

高度外国人材の採用に必要な手続など、関係省庁の施策情報を掲載

・在留資格、労務、税務
・高度外国人材の採用前後の手続き（法務省、厚生労働省 等）
・インターンシップ事業（経済産業省、厚生労働省 等） 等

イベントカレンダー

公的機関（※）が主催・共催・後援する、留学生を含む高度外国人材に関する
ジョブフェア、セミナー情報を掲載
（※）省庁・自治体・独立行政法人・大学法人・商工会議所・商工会（2019年5月現在）

・「外国人材定着のポイント」セミナー（経済産業省）
・外国人留学生の採用・活用勉強会（ジェトロ）

企業の自社情報
高度外国人材採用に高い関心を持つ日本企業の情報を掲載

・企業連絡先・企業のPR
・採用したい高度外国人材の専門性 等

大学関連情報
留学生と直接接点を持てるよう、就職サポートに熱心な大学情報を掲載

・留学生の在籍数
・留学生の国内就職率・進路実績 等

高度外国人材活躍推進ポータルサイト

www.jetro.go.jp/hrportal

（参考）高度外国人材活躍推進ポータルサイトについて
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 企業向け、高度外国人材向けにページを整理し分かりやすく掲載。
 関係省庁の施策・セミナー等、留学生を含む高度外国人材の活用に関連する、以下の様な情報
を掲載。

 高度外国人材に自社を知ってもらうために、自社情報の掲載も可能。



＜掲載項目＞

〇企業名、所在地、連絡先

〇高度外国人材に期待する役割

〇高度外国人材に求める専門性

〇自社のPR文

〇高度外国人材の採用希望の有無

〇インターンシップ受け入れの可否

〇英語での対応の可否

〇関心国・地域

…etc

https://www.jetro.go.jp/hrportal/company/user.html

【掲載申請はこちら】

掲載に関するご相談は、お気軽に最寄りのジェトロまで

＜掲載イメージ＞
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（参考）企業情報掲載について

 留学生を含む高度外国人材に発信・PRできるよう、自社情報の掲載が可能



• 外国人起業家の呼び込みに向けて、経済産業省の定める告示に沿って地方公共団体から起業支援を受ける
外国人起業家に対し、最長１年間の入国・在留を認める制度を、法務省とともに開始。

• 地方公共団体の管理・支援プログラムを経産大臣が認定、出入国在留管理局が在留資格を付与。

2019年1月に福岡市、同年3月に愛知県・岐阜県・神戸市・大阪市、同年5月に三重県を認定。

「経営・管理」（６月）
（創業活動）

「経営・管理」

現行（特区制度）

新制度

在留資格「特定活動」
（６月） （６月）

「経営・管理」

地方公共団体による管理・支援の下で行う起業のための活動

地方公共団体 管理・支援のプログラムの作成及び実施、外国人の選定等

主体 実施内容

経済産業省 地方公共団体が作成した管理・支援のプログラムの認定等

出入国在留管理局 在留資格「特定活動」の審査、許否の決定等
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外国人起業活動促進事業


